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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。また、第24期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間

より証券取引法第193条の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しており

ません。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 4,600,189 7,322,876 7,940,770 

経常利益 （千円） － － 272,727 488,211 506,088 

中間（当期）純利益 （千円） － － 157,365 279,007 333,031 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － － 510,506 313,306 510,506 

発行済株式総数 （株） － － 20,616 4,429 5,154 

純資産額 （千円） － － 2,970,537 2,115,146 2,879,594 

総資産額 （千円） － － 4,729,456 4,034,046 4,687,066 

１株当たり純資産額 （円） － － 144,088.95 475,309.70 555,761.43 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） － － 7,633.15 60,737.73 68,181.77 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） － － 7,627.60 － － 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － － － 7,500 10,000 

自己資本比率 （％） － － 62.8 52.4 61.4 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） － － △177,688 112,486 389,462 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） － － △230,067 △11,177 △642,784 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） － － 154,931 198,923 △52,526 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） － － 590,320 1,148,992 843,144 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

232 

(76) 

222 

(80) 

213 

(72) 



２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．当社は関連会社を有しておりませんので「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。 

        ４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額のうち、第22期及び第23期については潜在株式が存在し

            ないため記載しておりません。 

５．平成17年５月20日付で、株式１株に対して４株の株式分割を行っております。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイ

ト）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 当社には労働組合は結成されておりませんが、労働関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 232（76） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、原油価格の高騰や素材原材料の値上がりなどのマイナス要因があったものの、

企業収益の改善を中心に緩やかに回復を続け、個人消費についても堅調に推移していることから、景気は踊り場か

らの脱却に向けた動きが見られ、また、カー用品市場を支える自動車販売業界においても、小型車のヒットが相次

いだことにより、国内の乗用車の新車販売台数は前年同期比３％増の1,881千台となりました。 

 一方、カー用品業界においては、1998年度を基点に毎期減少を続けてきた販売額が2004年度よりほぼ横ばいとな

っているなか、カーナビゲーションなど主力商品の自動車メーカーによる標準装備化、カーディーラーによるカー

用品販売額の伸張など、異業種との競争激化による厳しい状況が依然として続いております。 

 このような環境下にあって当社は、接客力・商品販売力・ピット技術力をより高めるための人材育成に注力する

とともに、競合他社との差別化を図るために車検や板金塗装を含む整備関連、オーディオを始めとする各種カスタ

マイズ需要の開拓、新車・中古車販売事業などを積極的に推進してまいりました。 

 また、平成16年10月に営業譲受により継承したオートバックス２５４朝霞店、平成17年３月に新設したスーパー

オートバックス環七王子神谷の２店舗が通期営業となったことにより増収に寄与する体制が整う一方、新車・中古

車販売部門の売上高が462,351千円、ピット・サービス工賃部門の売上高が544,420千円となるなど増収に貢献して

おります。 

 この結果、当中間期の業績は、売上高4,600,189千円、経常利益272,727千円、中間純利益157,365千円となりま

した。 

 なお、当中間会計期間は中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ252,824千円減少し、当中間

期末には590,320千円となりました。 

 当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期において営業活動の結果使用した資金は、177,688千円となりました。 

  これは主に、税引前中間純利益269,979千円を計上しましたが、たな卸資産の増加額142,007千円、仕入債務 

 の減少額155,584千円及び法人税等の支払額143,010千円などがあったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期において投資活動の結果使用した資金は230,067千円となりました。 

  これは主に、有形固定資産の支出106,278千円及び差入保証金の支出134,136千円があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期において財務活動の結果得られた資金は154,931千円となりました。 

  これは主に、短期借入金の増加額300,000千円に対して、長期借入金の返済による支出92,420千円及び配当金 

 の支払額51,540千円があったためであります。 

   なお、当中間会計期間は中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

        ２．当中間会計期間は中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

３．各品目の主な内容は、次のとおりであります。 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

カーエレクトロニクス（千円） 1,114,798 － 

タイヤ・ホイール（千円） 409,417 － 

車内用品・車外用品（千円） 387,626 － 

カースポーツ・モーターサイクル 

（千円） 
387,978 － 

ピット・サービス工賃（千円） 85,487 － 

オイル・バッテリー（千円） 124,444 － 

中古カー用品（千円） 61,436 － 

自動車（千円） 424,439 － 

合計（千円） 2,995,629 － 

品目 主な内容 

カーエレクトロニクス 
カーナビゲーション、カーＴＶ、ＤＶＤ・ＣＤ・ＭＤプレーヤー、 

スピーカー、アンプ、接続具等 

タイヤ・ホイール 夏用タイヤ、冬用タイヤ、アルミ・スチールホイール 

車内用品・車外用品 チャイルドシート、キャリア、チェーン、車内アクセサリー等 

カースポーツ・モーターサイクル 

ドレスアップ用品（ステアリング、シート、ランプ等） 

チューンナップ用品（エアロパーツ、マフラー、サスペンション

等）、二輪用品 

ピット・サービス工賃 オイル交換、タイヤ交換、各種用品取付・整備工賃 

オイル・バッテリー 国産・輸入エンジンオイル、国産車用・外車用バッテリー 

中古カー用品 
カーエレクトロニクス、タイヤ・ホイール及びカースポーツの中古品

等 

自動車 新車及び中古自動車 



(2）商品販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．当中間会計期間は中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

(3）地域別売上高 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ２．当中間会計期間は中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較は行っておりません。 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

カーエレクトロニクス（千円） 1,476,304 － 

タイヤ・ホイール（千円） 653,301 － 

車内用品・車外用品（千円） 600,824 － 

カースポーツ・モーターサイクル（千円） 486,417 － 

ピット・サービス工賃（千円） 544,420 － 

オイル・バッテリー（千円） 243,068 － 

中古カー用品 133,500 － 

自動車（千円） 462,351 － 

合計（千円） 4,600,189 － 

所在地・事業所名 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

備考 

金額（千円） 構成比（％） 
前年同期比 
（％） 

埼玉県 オートバックス川口店 501,411 10.9 －   

  オートバックス東浦和店 376,515 8.2 －   

  オートバックス北浦和店 426,074 9.3 －   

  スーパーオートバックスＴＯＤＡ 824,580 17.9 －   

  
オートバックス走り屋天国 

セコハン市場上尾店 
87,849 1.9 －   

  スーパーオートバックス桶川 557,815 12.1 －   

  オートバックス坂戸店 414,225 9.0 －   

  
オートバックス走り屋天国 

セコハン市場大宮駅南店 
49,210 1.1 －   

  オートバックス254朝霞店 343,541 7.5 － 
 平成16年10月 

 営業譲受 

  小計 3,581,223 77.9 －   

東京都 オートバックス環七板橋店 470,832 10.2 －   

  
スーパーオートバックス 

 環七王子神谷 
548,133 11.9 －  平成17年３月開設 

  小計 1,018,965 22.1 －   

  合計 4,600,189 100.0 －   



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

   当中間会計期間において、新たに確定した設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 平成17年９月30日現在 

 （注） 投資予定額には、保証金を含んでおります。 

  

  (2) 重要な設備の除却等 

    該当事項はありません。 

事業所名 
[所在地] 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

着手 完了 

スーパーオートバックス

大宮（仮称） 

[埼玉県さいたま市] 

 新設店舗 624,941 233,886 長期借入金 平成17年８月 平成18年４月 15％増加



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

      商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

         平成17年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１. 新株予約権発行後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式  

            により調整する。但し、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的た 

      る株式についてのみ行い、調整の結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

               調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

       また、発行日後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて付与 

            株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等 

            を勘案のうえ、合理的な範囲で付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で行使または消却 

      されていない新株予約権についての付与株式数についてのみ行われるものとする。 

    ２. ①新株予約権の割当てを受けた者は、その割当を受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社 

       の取締役、監査役、もしくは従業員のいづれかに在任または在職することを要する。但し、新株予約権 

       の割当日において当社の取締役、監査役、もしくは従業員の地位にあったものが、任期満了による退 

       任、定年退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、権利行使期間内において新株引受 

       権を行使することができる。 

 

            ②新株予約権者の割当を受けた者が死亡した場合は、相続人による本新株予約権の相続は認めないことと 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 68,000 

計 68,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,616 20,616 
㈱ジャスダック証券取引

所 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 20,616 20,616 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 590    同左 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式   同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 590    同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 338,578 （注）１.  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成24年６月30日 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

338,578 

169,289 
  同左  

新株予約権の行使の条件  （注）２.    同左   

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要す

る。 
   同左   



       する。 

            ③各新株予約権の一部行使はできないこととする。 

        ④新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分はこれを認めないものとする。 

        ⑤その他新株予約権行使の条件は、当社第23期定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株 

              予約権の割当を受ける者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるものとする。 

       ３. 新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した株数を控除しております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 平成17年５月20日付で、株式１株につき４株の株式分割を行っております。 

  

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年５月20日 15,462 20,616 － 510,506 － 485,244 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱オートバックスセブン 東京都江東区豊洲５－６－52 4,988 24.2 

増田 清高 埼玉県川口市戸塚４－15－36 2,599 12.6 

坂本 裕二 埼玉県川口市戸塚東４－34－21 1,326 6.4 

牛田 一男 埼玉県川口市並木１－25－11 1,300 6.3 

エイチエスビーシー バン

ク ピーエルシー アカウン

ト アトランティス ジャパ

ン グロース ファンド 

2 COPTHALL AVENUE, LONDON, EC2R 7DA UK 1,280 6.2 

牛田 恵美子 埼玉県川口市並木１－25－11 709 3.4 

バッファロー従業員持株会 埼玉県川口市並木１－25－26 617 3.0 

大野 健次 東京都板橋区小茂根３－５－22 320 1.6 

大阪証券金融㈱（業務口） 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 288 1.4 

増田 照子 埼玉県川口市戸塚４－15－36 210 1.0 

計 － 13,639 66.2 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動及び役職の異動はありませ

ん。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     20,614 20,614 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

端株 普通株式          2 － 同  上 

発行済株式総数 20,616 － － 

総株主の議決権 － 20,614 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 680,000 501,000 348,000 342,000 420,000 364,000 

最低（円） 332,000 300,000 309,000 314,000 278,000 298,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   634,107   893,729

２．売掛金   360,024   364,616

３．たな卸資産   1,333,987   1,191,931

４．繰延税金資産   77,130   94,636

５．その他   194,838   173,646

流動資産合計     2,600,089 55.0 2,718,560 58.0

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   184,262   190,852

(2）その他   193,657   108,982

計   377,920   299,835

２．無形固定資産   45,478   51,365

３．投資その他の資
産 

      

(1）繰延税金資産   58,047   53,298

(2）差入保証金   1,457,289   1,363,684

(3）その他   190,630   200,322

計   1,705,968   1,617,305

固定資産合計     2,129,366 45.0 1,968,505 42.0

資産合計     4,729,456 100.0 4,687,066 100.0 

        

 



    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   396,240   551,824

２．短期借入金   500,000   200,000

３．１年以内返済予
定の長期借入金 

  142,190   168,610

４．未払法人税等   106,511   155,227

５．賞与引当金   123,748   144,725

６．その他 ※２ 124,832   164,582

流動負債合計     1,393,522 29.5 1,384,969 29.6

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   214,750   280,750

２．退職給付引当金   117,991   104,113

３．役員退職慰労引
当金 

  17,850   21,725

４．その他   14,804   15,913

固定負債合計     365,396 7.7 422,502 9.0

負債合計     1,758,918 37.2 1,807,472 38.6

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     510,506 10.8 510,506 10.9

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   485,244   485,244

資本剰余金合計     485,244 10.3 485,244 10.3

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   35,575   35,575

２．任意積立金       

別途積立金   1,700,000   1,463,000

３．中間（当期）未
処分利益 

  239,257   385,631

利益剰余金合計     1,974,832 41.7 1,884,206 40.2

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    △45 △0.0 △364 △0.0

資本合計     2,970,537 62.8 2,879,594 61.4

負債資本合計     4,729,456 100.0 4,687,066 100.0 

        



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,600,189 100.0 7,940,770 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,853,621 62.0 4,803,021 60.5

売上総利益     1,746,567 38.0 3,137,748 39.5

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    1,520,139 33.1 2,682,631 33.8

営業利益     226,428 4.9 455,117 5.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   53,672 1.2 98,949 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,374 0.2 47,978 0.6

経常利益     272,727 5.9 506,088 6.4

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 62,662 0.8

Ⅶ 特別損失 ※４   2,747 0.0 24 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    269,979 5.9 568,726 7.2

法人税、住民税及
び事業税 

  100,079   260,330

法人税等調整額   12,534 112,614 2.5 △24,635 235,695 3.0

中間（当期）純利
益 

    157,365 3.4 333,031 4.2

前期繰越利益     81,891 52,600

中間（当期）未処
分利益 

    239,257 385,631

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  269,979 568,726

減価償却費   25,832 49,498

営業権償却費   5,500 11,000

賞与引当金の増減額
（△：減少） 

  △20,976 11,887

退職給付引当金の増
減額（△：減少） 

  13,877 11,099

役員退職慰労引当金
の増減額（△：減
少） 

  △3,875 3,944

受取利息及び受取配
当金 

  △4,408 △4,400

支払利息   4,247 10,462

有形固定資産除売却
損 

  2,747 24

差入保証金の家賃相
殺額 

  49,062 68,620

売上債権の増減額
（△：増加） 

  4,591 △70,893

たな卸資産の増減額
（△：増加） 

  △142,007 △251,249

仕入債務の増減額
（△：減少） 

  △155,584 316,522

未払消費税等の増減
額（△：減少） 

  3,414 △23,799

保険積立金返戻益   － △10,904

保険積立金解約返戻
益 

  － △62,662

役員賞与の支払額   △15,200 △10,000

その他   △67,849 18,703

小計   △30,646 636,580

利息及び配当金の受
取額 

  142 357

利息の支払額   △4,173 △9,702

法人税等の支払額   △143,010 △237,772

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △177,688 389,462

 



    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △13,202 △169,404

定期預金の払戻によ
る収入 

  24,000 164,000

有形固定資産の取得
による支出 

  △106,278 △72,536

無形固定資産の取得
による支出 

  － △417

営業の譲受による支
出 

  － △56,611

差入保証金の支出   △134,136 △648,840

保険積立金の解約に
よる収入 

  － 143,236

その他   △450 △2,210

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △230,067 △642,784

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額
（△：減少） 

  300,000 △250,000

長期借入金の返済に
よる支出 

  △92,420 △227,380

割賦債務の支払   △1,108 △2,217

株式の発行による収
入 

  － 460,228

配当金の支払額   △51,540 △33,217

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  154,931 △52,526

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（△：減少） 

  △252,824 △305,848

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  843,144 1,148,992

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  590,320 843,144

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

 主に売価還元法による原価

法を採用しております。 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物       ３～34年 

構築物      ３～20年 

機械及び装置   10～13年 

車両運搬具    ３～６年 

工具、器具及び備品 

２～20年 

  

  

  

  

  

  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

 ３．繰延資産の処理方法       ───── 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期負担

額を計上しております。 

 



   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に備え

るため、当社内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に備え

るため、当社内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会 

 計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定 

 に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８ 

 月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の 

 適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 

 15年10月31日）を適用しております。これによる 

 損益に与える影響はありません。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

451,972千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

440,778千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２     ───── 

  

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 4,359千円

受取手数料 19,134千円

受取協賛金等 21,764千円

   

受取利息 4,343千円

受取手数料 31,764千円

受取協賛金等 38,807千円

保険積立金返戻益 10,904千円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 4,247千円

   

支払利息 10,462千円

新株発行費 14,223千円

※３      ───── ※３ 特別利益のうち主なもの 

   保険積立金解約 

返戻益 
62,662千円

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損  2,747千円 固定資産除却損 24千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 25,446千円

無形固定資産 5,886千円

有形固定資産 48,777千円

無形固定資産 11,721千円

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

  

現金及び預金勘定 634,107千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△43,787千円

現金及び現金同等物 590,320千円

現金及び預金勘定 893,729千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△50,585千円

現金及び現金同等物 843,144千円

２             ───── ２ 営業の譲受により増加した資産及び負債

の主な内訳 

 当事業年度に中央オートライフ㈱からの

営業譲受により増加した資産及び負債の主

な内容は次のとおりであります。 

           （平成16年10月1日現在）

 

  

固定資産 56,899千円

流動負債 3,538千円



（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装
置 

187,517 69,003 118,514 

工具、器具
及び備品 

299,934 149,257 150,676 

合計 487,452 218,261 269,190 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び装
置 

197,669 65,867 131,801

工具、器具
及び備品 

249,214 170,025 79,189

合計 446,883 235,892 210,991

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

   

１年内 80,467千円

１年超 194,447千円

合計 274,915千円

１年内 74,451千円

１年超 143,655千円

合計 218,107千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 52,461千円

減価償却費相当額 48,681千円

支払利息相当額 3,943千円

支払リース料 90,802千円

減価償却費相当額 83,159千円

支払利息相当額 5,510千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について）  

  リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

  

  



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバリティブ取引関係） 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借
対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 2,540 2,463 △77 2,540 1,923 △617 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

合計 2,540 2,463 △77 2,540 1,923 △617 



（１株当たり情報） 

  

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 144,088円95銭 555,761円43銭 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
7,633円15銭 68,181円77銭 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額       7,627円60銭 

  

  

   

 当社は、平成17年５月

20日付で株式１株につき

４株の株式分割を行って

おります。 

 なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮定

した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報に

ついては、以下のとおり

となります。 

 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

  前事業年度 

１株当たり純資産額 
138,940円36銭 

１株当たり当期純利
益金額 

17,045円44銭 

  潜在株式調整後１株

 当たり当期純利益金額

 については、潜在株式

 が存在しないため記載

 しておりません。 

  



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

項目 
当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益（千円） 157,365 333,031 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 15,200 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (15,200) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
157,365 317,831 

期中平均株式数（株） 20,616.00 4,661.53 

      

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
    

普通株式増加数（株） 590 － 

（うち新株予約権） (590) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      ───── ストックオプションとして新株予約

権の発行決議 

 平成17年６月24日開催の定時株主

総会において、商法第280条ノ20およ

び第280条ノ21の規定に基づき、当社

の取締役および従業員に対して、

「ストックオプションとして新株予

約権を発行する件」を決議いたしま

した。この内容の詳細については、

「第４ 提出会社の状況 １ 株式

等の状況 (7) ストックオプション

制度の内容」に記載しております。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第23期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

  平成17年７月15日関東財務局長に提出。   

  証券取引法第24条の５第４項及び「企業内容等の開示に関する内閣府令」第19条第２項第２号の２の規定（ストッ 

  クオプションとしての新株予約権発行）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月16日 

株式会社バッファロー  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 高橋 正一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 杉本 茂次  印 

    当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい 

    る株式会社バッファローの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２４期事業年度の中間会計期間 

    （平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損 

    益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に 

    あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

      当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に 

    中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の 

    表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必 

    要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する 

    意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

      当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に 

    準拠して、株式会社バッファローの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期 

    間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用 

    な情報を表示しているものと認める。 

 

     会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                  以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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